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事前復興の推進について

広範囲にわたり未曾有の被害をもたらした東日本大震災では、多くの被災

地において復興の担い手となる人材の不足や、住民との復興計画の合意形成

に時間を要し、復興の遅れが大きな課題となった。

こうした大規模災害は、これまで築き上げてきた社会基盤や人々の生活を、

ハード・ソフト両面から破壊し、発災後に復興に向けた様々な取組を迅速か

つ円滑に行うには、多大な時間と費用、労力を要することとなる。

さらに、復興の遅れは、被災地における産業の停滞や地域コミュニティの

崩壊、人口流出などを招き、地域の衰退に繋がることが懸念される。

そこで、南海トラフ地震をはじめとする大規模災害の発生前から、その被

災イメージを関係者間で共有しながら、地方創生にもつながるハード・ソフ

ト両面の対策をあらかじめ講じる「事前復興」の取組を推進することにより、

被害を最小化し、迅速かつ円滑な復旧・復興を可能とするよう、次のとおり

提言する。

１ これまで「復興庁」で得られた被災地復興の成果や知見を踏まえ「事

前復興」の推進部門を国に設置すること。

２ 住宅の高台移転、災害廃棄物の仮置き場や応急仮設住宅等の用地確保

・利用計画の策定、復興プロセスの理解促進や復興の担い手等、「事前

復興」の取組に対し、国によるハード・ソフト両面からの総合的な支援

制度を創設すること。
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